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はじめに

平成 年 月 日に日本原子力研究開発機構と日本原子力発電株式会18 3 30
社は「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究フェーズⅡ 終報告書」

を取りまとめ、公表しました。

「高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と 年頃からの商業ベースで2050
の導入に至るまでの段階的な研究開発について 年頃から国としての検2015
討を行うことを念頭に、実用化戦略調査研究フェーズⅡの成果を速やかに

評価して その後の研究開発の方針を提示する とした原子力政策大綱 平、 」 （

成 年 月 日原子力委員会決定）に従い、文部科学省は、科学技術・17 10 11
学術審議会 研究開発・評価分科会 原子力分野の研究開発に関する委員

会においてフェーズⅡ 終報告書に基づき実用化戦略調査研究フェーズⅡ

の成果の評価及び研究開発方針の検討を実施しています。

本報告書は実用化戦略調査研究フェーズⅡの成果の評価及び研究開発方

針を示す報告書の中間整理であり、実用化戦略調査研究フェーズⅡで得ら

れた成果の評価及び今後の研究開発課題に関するこれまでの議論をとりま

とめたものです。今後もさらに成果の評価及び研究開発課題について議論

を行い、報告書に盛り込む予定としています。また、国際協力の進め方、

高速増殖原型炉「もんじゅ」等既存施設の活用、研究体制など今後の研究

開発の進め方については今後議論を行い報告書に盛り込む予定としていま

す。
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第一部 高速増殖炉サイクルの実用化に向けて

１．高速増殖炉サイクルのビジョン

（１）現状と課題

資源の乏しい我が国においては、エネルギー資源をはじめとする多くの

資源を海外に依存しており、エネルギー自給率は、主要先進国の中でも

低のレベルにあります。産業活動、医療活動などを含め、日常生活のあら

ゆる側面において多分にエネルギーに依存している現実に鑑み、我が国と

してエネルギーセキュリティを確保をすることは、喫緊の重要課題です。

特に近年、原油価格の上昇、アジアを中心とした世界的なエネルギー需

要の増大などを背景として、エネルギー情勢は世界的に逼迫してきていま

す。２００３年には１バレル当たり２０ドル代であった原油価格が、２０

０６年には７０ドル代と高値で推移しており、今後は、世界的にエネルギ

ー資源獲得のための競争が一層激しくなると予想されます。石油に大きく

依存したエネルギー構造を維持していくことは、社会的、経済的に大きな

リスクを抱えることになると考えられます。

また、エネルギーについては、それがもたらす利便性及びそれを失うこ

との不便性のみならず、エネルギーの大量消費が地球環境に与える影響に

ついても十分に配慮しなければならないことが、世界的な共通認識となっ

ています。化石燃料を消費することに伴うＣＯ などの発生とそれらによる２

地球温暖化問題は、各国が英知を結集して解決しなければならない課題で

す。

このような現状認識の下、今後とも我が国がバランスのとれたエネルギ

ー供給構造を確保するとともに、化石燃料への依存度を減らし、地球レベ

ルで持続的に経済社会を発展させることを目指した取り組みが必要です。

この取り組みの大きな柱として、発電過程でＣＯ を排出せずライフサイク２

ル全体でもＣＯ 排出量が太陽光や風力と同レベルである原子力発電を着実２

に進めていくことが重要であり、我が国においては既に、総発電電力量の

約３割を担う基幹電源として役割を果たしています。また 「原子力発電は、

核燃料のリサイクル利用により供給安定性を一層改善できること、高速増



ウラン資源の有効利用



次世代軽水炉及び高速増殖炉の導入シナリオ
（原子力による発電設備容量58GWeの場合）

0

2 0

4 0

6 0

8 0

1 0 0

2 0 0 0 2 0 5 0 2 1 0 0 2 1 5 0

原
子

力
発

電
設

備
容

量
（
G

W
e）

西暦（年）

合計

軽水炉

軽水炉ﾌﾟﾙｻｰﾏﾙ

次世代
軽水炉 高速増殖炉



- 2 -

殖炉サイクルが実用化すれば資源の利用効率を飛躍的に向上できること等

から、長期にわたってエネルギー安定供給と地球温暖化対策に貢献する有

力な手段として期待できる 」旨が 「原子力政策大綱（平成１７年１０月。 、

１１日 原子力委員会 」でも提言されています。）

（２）高速増殖炉サイクルが担う役割

現在発電に用いられている原子炉は、世界的に見てもそのほとんどが軽

水炉と呼ばれるタイプです。この軽水炉は、主にウランを原料とした核燃

料を用いていますが、世界エネルギー会議（ＷＥＣ）における長期の世界

エネルギー需給に基づくサイクル諸量解析によれば、軽水炉での利用だけ

を考えると、２１世紀中頃以降、ウラン資源の枯渇が現実化する可能性が

あるとされています。

軽水炉からの使用済の核燃料（使用済燃料）を再処理し、使用済燃料に

含まれているウランやプルトニウムを回収し、再び軽水炉で燃料として用

いる「プルサーマル」を行うことにより、軽水炉の使用済燃料を再処理せ

ずに処分する（軽水炉ワンススルー）場合より、ウラン資源を１～２割有

効利用することが可能です。さらに、発電しながら使用した核燃料以上の

核燃料を生み出すことが可能である高速増殖炉と高速増殖炉からの使用済

燃料を再処理し、核燃料に加工する技術（本報告書では、高速増殖炉、高

速増殖炉からの使用済燃料の再処理、高速増殖炉用燃料の製造の３つの技

術を総称して「高速増殖炉サイクル技術」と呼びます ）が確立されれば、。

ウラン資源の利用効率が飛躍的に高まり、数世紀以上にわたり原子力発電

を利用することができます。

将来、高速増殖炉サイクルが実用化し、２０５０年頃以降、高速増殖炉

が基幹電源として軽水炉に置き換わって順次建設（リプレース）され、我

が国の総発電電力量の３０％～４０％（５８００万 ）以上を担うことkWe
とした場合、一つのシミュレーションとして、以下のような高速増殖炉サ

イクルの導入シナリオ及び導入効果を描くことが可能です。

○２１００年過ぎには、発電に必要な核燃料を海外から輸入不要とな

る（原子力発電におけるエネルギー自給の確立）



世界エネルギー会議 (WEC）における長期の世界エ
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－ウラン資源の有効利用とエネルギーセキュリティの確保－

我が国においては、2050年以降、軽水炉のリプ
レースにより高速増殖炉を本格的に導入していけ
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我が国における高速増殖炉サイクル導入の意義（2/2）

－高レベル放射性廃棄物量の削減と放射能による潜在的影響の低減－
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○原子力発電に伴って放射性廃棄物が発生しているが、軽水炉サイク

ルと比べて特に高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の発生量は

約 に、潜在的有害度が約 に低減する1/4 1/30

○核兵器の原料ともなるプルトニウムを利用しているが、プルトニウ

ムは常にマイナーアクチニド等と混合された状態で取り扱われるこ

とで核拡散抵抗性が高い

また、現在の化石燃料による発電部分も高速増殖炉サイクルに置き換え

ていくとした場合は、ＣＯ 排出量を数十分の一に削減できるほか、我が国２

のエネルギー自給率を相当程度まで高めることが可能であると考えられま

す。将来のエネルギー情勢、化石燃料を取り巻く環境などが急変した場合

などに備えて、できる限り早期に高速増殖炉サイクルを技術的に導入可能

なレベルにまで高めておくことが重要です。
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型式

（冷却材１次／二次）

出力（kW）

－

1985

－

－

1980

1973

1970

1958

－

－

1979

1988

1963

1986

1974

1967

－

1980

1964

1951

運転開始

建設中（2010完成予定）50万kWePFBR

運転中1.3万kWeFBTRインド

建設中（2008年初臨界予定）2.3万kWeCEFR中国

建設中80万kWeBN-800

運転中60万kWeBN-600

閉鎖13万kWe +脱塩BN-350

運転中1.2万kWeBOR-60

閉鎖0.5(0.8)万kWtBR-5(10)ロシア

(旧ソ連)

閉鎖2万kWeKNK-II独国

閉鎖25万kWePFR

建設中止32.7万kWeSNR-300

設計研究終了150万kWeEFR欧州

閉鎖1.5万kWeDFR英国

閉鎖124万kWeSuper-Phenix

運転中25万kWePhenix

閉鎖200kWeEBR-I米国

閉鎖

計画中止

閉鎖

閉鎖

現状

4万kWtRapsidie仏国

38万kWeCRBR

40万kWtFFTF

2万kWeEBR-II

原子炉名国名

各国の主な高速増殖炉開発の歩み



開発目標
(1) 持続可能性

① 資源有効利用性

② 環境負荷低減性
(廃棄物の最小化と管理)

③ 核拡散抵抗性

(2) 経済性

① コスト (資本費、運転費、燃料費)
② 投資リスク

(3) 安全性と信頼性

① 通常運転時の安全性と信頼性

② 炉心損傷防止

③ 敷地外緊急時退避不要

・ナトリウム冷却高速炉(SFR)
：日、仏、米等5カ国

・ガス冷却高速炉(GFR)
：仏、米、日等7カ国＋1機関

・鉛冷却高速炉(LFR)
：2カ国＋1機関

参加国：１０カ国＋１機関

検討対象の６概念

・超高温炉(VHTR)
・超臨界水冷却炉(SCWR)
・溶融塩炉(MSR)

アルゼンチン、ブラジル、カナダ、

フランス、日本、韓国、南アフリカ、

スイス、イギリス、アメリカとＥＵ

• 日仏米が中心となり、 １０カ国＋１機関が参画した国際共同研究開発
• 2030年頃に初号機の導入を目標
• 2015～2020年頃までで研究開発を終了し、その後は実証試験を行う予定

（現在は研究開発課題とその協力体制について議論中）
• 検討対象６概念の内、３概念が高速炉

第４世代原子力システムに関する国際フォーラム(GIF)
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２．国内外の動向

（１）諸外国における研究開発計画の進展

ウラン資源の有効利用の観点から米国、仏国、英国、独国を中心に欧米

各国では 年代より高速増殖炉の研究開発が開始されました。特に、ナ1950
トリウム冷却高速増殖炉を中心に各種実験炉や原型炉が建設、運転される

とともに、高速増殖炉燃料の再処理に関する研究開発などが精力的に進め

られてきました。

その後米国では、 年に核不拡散政策の強化により高速増殖炉原型炉1977
「 」( 万 ）の建設計画を中止し、さらに 年にはプルトニCRBR 38 kWe 1983
ウムの民生利用の研究開発を行わないことを決定して、高速増殖炉サイク

1988ルに関する研究開発を中止しました。一方、欧州においても、仏国が

「 」（ ）年に経済的理由から運転中の高速増殖炉実証炉 万Super-Phenix 124 kWe
の停止を決定するなど、各国において高速増殖炉開発が停滞しました。

しかしながら、近年再び次世代の原子力システムの研究開発の機運が高

2000 Generationまっています 米国は 年に 第４世代原子力システム計画。 「 （

」を提唱し、現在、 ヶ国＋ 機関からなる「第４世代原子力システIV 10 1）

ムに関する国際フォーラム（ 」に発展しています。この中で検討対象GIF）
としている６つの原子炉概念のうち、３つは高速炉です。また、使用済燃

料を減容すること、使用済燃料の中に含まれる潜在的有害度の高いマイナ

ーアクチニド元素（ネプツニウム、アメリシウム、キュリウム）の分離及

び貴重な資源を再利用することなどを目的として、核燃料サイクルの研究

開発を行う「先進的核燃料サイクルイニシアチブ( )」を 年に開AFCI 2003
。 、 「 」 、 「 」始しました 仏国では 実証炉 の停止後も 原型炉Super-Phenix Phenix

を使用したマイナーアクチニド元素の燃焼などの研究開発や水素製造など

高温熱源の多目的利用を考慮したガス冷却高速炉の研究開発を進めるとと

もに、日仏協力や の中でナトリウム冷却高速炉に関する研究開発を進GIF
めてきました。また、 年には放射性廃棄物法（バタイユ法）が制定さ1991
れ、 年に放射性廃棄物管理の実施に関する 善方策の結論を下すこと2006
を目的に、放射性廃棄物による環境負荷低減及びエネルギー回収の観点か

ら、全アクチニド元素を回収して高速炉の燃料として利用する「グローバ

ルアクチニドマネージメント（ 」計画を進めています。GAM）



① 米国における原子力発電の拡大 ② 放射性廃棄物の低減

③ 核拡散抵抗性の高いリサイクル技術の実証 ④ 先進燃焼炉(ABR)の開発

⑤ 燃料供給サービスの確立 ⑥ 輸出可能な小型炉の開発

⑦ 先進的保障措置技術の開発

米国は、本構想の下で、放射性廃棄物を減量し、核拡散抵抗性に優れ、プルトニウムを単体

で分離しない先進的再処理技術開発を促進するとともに、こうして取り出されたプルトニウム等

を燃やすための高速炉開発を進める方針。

○ 米国と世界のエネルギー安全保障を増進する。

○ クリーンなエネルギーを世界中に広め、環境の改善を図る。

○ 核拡散リスクを低減する。

政策的目標

米国の国内政策の方針

ＧＮＥＰ構想の７つの構成要素

国際原子力エネルギー・パートナーシップ（ＧＮＥＰ）構想について



インドの発電設備容量推移

出典）Government of India, Department of Atomic Energy (DAE), 
http://www.dae.gov.in/

中国、インドにおける将来の発電設備容量推移
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中国の発電設備容量推移

出典）Mi Xu, Status and Prospects of Sustainable Nuclear Power 
Supply in China, GLOBAL2005, No.511, Tsukuba, JAPAN (2005).

（参考） 日本の発電設備容量（平成16年度末推定実績）
・総発電設備容量： 238GWe
・原子力発電設備容量： 47GWe
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今年 月には、仏国シラク大統領は第４世代原子炉のプロトタイプを1
年に運転開始するとの目標を発表し、また米国ブッシュ大統領が１月2020

「 」 、に一般教書演説で言及した 先進エネルギーイニシアチブ の一部として

２月にエネルギー省（ ）がナトリウム冷却高速炉の先進燃焼試験炉DOE
「 」を 年頃に運転開始し、 年には軽水炉燃料再処理技術のABTR 2014 2011
工学規模実証施設「 」を運転開始するとともに、 年には先進的燃ESD 2016
料サイクル試験施設「 」を運転開始することなどを盛り込んだ「国際AFCF
原子力エネルギー・パートナーシップ( )」を提唱するなど、欧米にGNEP

。おいて高速増殖炉サイクル関連の研究開発が大きく取り上げられています

ロシアは、 年に議会が高速増殖炉建設と核燃料サイクル開発計画の2004
2005 2010達成を基本とする 持続的な経済発展のためのエネルギー戦略 ～「 （

年 」を承認するなど、高速増殖炉サイクルの研究開発に積極的な国のひと）

つです。 年代より高速増殖炉の各種実験炉や原型炉の建設・運転を進1950
めており、現在実験炉 及び原型炉 が運転しています。まBOR-60 BN-600
た、現在実証炉 を建設するなど、精力的に高速増殖炉開発を実施BN-800
しています。

経済発展が著しい中国やインドも高速増殖炉サイクルの研究開発が盛ん

2050 200GWeな国です。中国では 年頃における高速増殖炉の設備容量を

程度と、インドでは原子力発電の設備容量を （高速増殖炉の割合270GWe
は不明）と予測したエネルギー供給計画を発表し、両国ともこの急激な設

備容量拡大に対応するために、特に増殖性能の高い金属燃料を利用した高

速増殖炉を建設することが必要とされています。中国では、現在 年臨2008
界を目指して実験炉を建設しており、その後原型炉（ ～ 万 、実30 60 kWe）
証炉（ ～ 万 ）を経て 年頃の商用炉（ ～ 万 ）100 150 kWe 2030 100 150 kWe
の運転開始を目標とするとしています。一方、インドも、現在実験炉を運

2010 2020 4転しつつ、 年に完成を目指した原型炉の建設を経て、 年までに

基の高速増殖炉を建設する予定です。

（２）日本の高速増殖炉サイクル研究開発

我が国では、1960年代初頭より高速増殖炉の調査研究が開始され、1960



高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究

実験炉「常陽」

原型炉「もんじゅ」

実用炉（２０５０年頃目途）

再処理技術

成果及び今後の目標
● 現在、２００８年頃の運転再

開を目指し改造工事を実施
○ 運転再開後、１０年以内を目

途に所期の目的（ナトリウム取
扱技術の確立、発電プラントと
しての信頼性の実証）を達成

フェーズⅡ
（２００５年度末成果取りまとめ）

• 実用化候補概念の明確化

• ２０１５年頃までの研究開発計画

成果及び今後の目標
● MOX燃料製造技術体系の確立
● 民間MOX加工事業への技術移転
○ 今後、「常陽」，「もんじゅ」の燃料

製造及び経済性の高いMOX燃料
製造技術の小規模実証を実施

成果及び今後の目標
● 軽水炉再処理技術の確立
● 民間再処理工場への技術移転
○ 今後、再処理技術の高速増殖

炉使用済燃料への適用可能性の
実証、使用済燃料を用いた先進湿
式再処理プロセス試験を実施

成果及び今後の目標
● 高速増殖炉としての

増殖性能の確認、必要
な データの取得

○ 今後、高速増殖炉用
燃料の高燃焼度化等を
実証 フェーズⅢ以降

（２００６年度～）

• ２０１０年頃に採用する新型機器等の革新技術決定

• ２０１５年頃に高速増殖炉サイクルの適切な実用化像
とそこに至るまでの研究開発計画を提示

実用燃料サイクルプラント

実用高速増殖炉サイクル

実証炉等

工学規模試験施設

プルトニウム燃料製造

我が国の高速増殖炉サイクル技術開発の経緯



- 設計・安全 :      日本のJSFR、韓国のKALIMER炉 （注） を対象に、
炉心設計研究、プラントシステム設計研究、
実証試験施設の概念設計研究、
安全設計要求の具体化、 設計オプションの安全評価

参加国：日本、仏国、米国、韓国

- 先進燃料 : 酸化物、窒化物、金属燃料を対象に、
MA含有燃料の製造技術、同燃料の照射試験、
革新炉心燃料材料（ODS鋼）の開発、

参加国：日本、仏国、米国、EU 、韓国

- 機器・ BOP :     保守・補修技術の開発、革新的蒸気発生器の研究、
超臨界CO2ガスタービンの開発、破断前漏洩に関する研究

参加国：日本、仏国、米国、英国 、韓国

- 国際協力実証照射: 「もんじゅ」を用いた
MAバンドル照射、MA原料準備、集合体製造、照射試験、
照射挙動評価

参加国：日本、仏国、米国

GIFにおけるナトリウム冷却高速炉を対象とした研究開発項目

（注） Korea Advanced Liquid Metal Reactorの略。液体金属冷却高速炉開発計画として1992年から韓国原子力委員会の承認を受けて
開発がスタート。同年、電気出力150MWの基本技術開発に着手 し、2002年からの概念設計フェーズ3では出力を600MWeに増加し、
不核拡散と燃料サイクルの概念、経済性と安全性の向上等を盛り込んだ設計に変更。2003年に概念設計が終了。
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年代後半から本格的に研究開発が行われてきました。

我が国で初めての高速実験炉「常陽」は1977年に初臨界を達成後、設計

の確認やプラント特性の試験などが行われ、さらに燃料や材料の照射施設

として利用されてきました。1983年には「常陽」の使用済燃料の一部を再

処理し、そこから回収した数十グラムのプルトニウムを新たな燃料に加工

し再び「常陽」に装荷して、核燃料サイクルの輪を小規模ながらつなげる

ことに成功しています。

その後建設された高速増殖原型炉「もんじゅ」は1995年に初送電を行い

ましたが、２次系主配管温度計測部からナトリウムが漏えいする事故が発

生して性能試験を中断しています。国はこの事故の反省を踏まえて、研究

（ ）開発体制を改組して核燃料サイクル開発機構 現日本原子力研究開発機構

を設立した。核燃料サイクル開発機構は、安全性向上を目指した設備改造

方法の検討を行い、国の審査等の諸手続を終え、住民との対話を通じた相

互理解活動を進めて、現在、2008年の運転再開を目指した改造工事を実施

しています。

さらに、 年からは 「もんじゅ」などの開発経験を踏まえて、高速1999 、

「 」 、増殖炉の実用化に向けた 高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究 を

日本原子力研究開発機構と日本原子力発電株式会社が中心となって実施し

ています。

（３）日本の技術的競争力

各国の高速増殖炉サイクルに関する研究開発が停滞していた時期におい

ても、我が国は着実に研究開発を継続してきたことから、現在国際的な技

術的競争力を維持しています。

我が国は、実験炉「常陽」及び原型炉「もんじゅ」の２基の高速炉を保

有し、これらを利用した研究開発を進めています。また 「高速増殖炉サイ、

クルの実用化戦略調査研究」を実施しており、国際的にはGIFに参加して、

ナトリウム冷却高速増殖炉の研究開発をリードするなど高速増殖炉サイク

ルの研究開発の国際競争力を有しています。



FBRおよび再処理関係技術者の状況

（出典）第6回総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会資料
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また、燃料サイクル施設については、軽水炉燃料を再処理する東海再処

理工場や高速増殖炉燃料を製造するMOX燃料製造施設の建設運転の実績があ

り、現在試運転中の軽水炉燃料の商業再処理施設である六ヶ所再処理工場

の建設や試運転の実績、さらに今後の運転や保守・補修維持経験の蓄積も

期待されます。

さらに、我が国のメーカーは、これまでに現在国内で稼動している５５

機の商業用原子炉を建設・維持するとともに、外国への原子炉主要機器の

輸出を行ってきた実績があるなど、原子力分野において高い技術力が認め

られています。高速増殖炉や再処理関係の技術者については、原型炉「も

んじゅ」の建設や六ヶ所再処理工場の建設の後新規のプラント建設がない

ことからその人数が減少してきているものの、現時点では、開発力、技術

力、陣容は、高いレベルを維持しています。



我が国においては、2050年以降、軽水炉のリプ
レースにより高速増殖炉を本格的に導入していけ
ば、22世紀には、天然ウランの調達は不要となる。

ウラン資源の有効利用とエネルギーセキュリティの確保
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量

（
日

本
）

（新計画策定会議（第8回）資料第3号

「核燃料サイクル諸量の分析について（改訂版）」より）

西暦（年）



処分される放射能の潜在的影響は、再処理しガラス固化
体にすることで減ずる。高速増殖炉へ移行すると、その効
果はさらに大きくなりうる。

高レベル放射性廃棄物量の削減と放射能による潜在的影響の低減

＊＊）高レベル放射性廃棄物と人間との間の障壁は考慮されておら
ず、高レベル放射性廃棄物の実際の危険性ではなく、潜在的
な有害度を示している。使用済燃料の1年目の潜在的影響を1
とした相対値。

1.E -08

1 .E -07

1 .E -06

1 .E -05

1 .E -04

1 .E -03

1 .E -02

1 .E -01

1 .E +00

1 .E +00 1 .E +01 1 .E +02 1 .E +03 1 .E +04 1 .E +05 1 .E +06 1 .E +07 1 .E +08 1 .E +09 1 .E +10

1年 百年 万年 百万年 億年 百億年

10-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

1
直接処分（使用済燃料）

ガラス固化体（高速増殖炉サイクル
回収率：Pu99.9%、U99.9%、MA99.9%）

１／８

1／３０

同じ量の発電に必要な天然ウランの
放射能による潜在的な影響（最大値）

同
じ

発
電

電
力

量
に

対
す

る
高

レ
ベ

ル
廃

棄
物

の
放

射
能

に
よ

る
潜

在
的

影
響

＊
＊

10-8
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３．進むべき道筋

（１）高速増殖炉サイクルに関する研究開発の必要性

日本におけるエネルギー自給率は、非常に低く、エネルギーセキュ

リティ上、大きな問題を有しています。また、現在の一次エネルギー

需要全体に占める原子力の割合は、１割強となっていますが、原子力

の燃料であるウランについても輸入に頼っています。高速増殖炉シス

テムは、発電しながら消費した核燃料以上の核燃料を生み出すという

特性を有したシステムで、使用済燃料を再処理し、燃料に加工して、

再び高速増殖炉システムの燃料とすることが可能です。この高速増殖

炉サイクルの実現により、原子力発電は、新たなウランの輸入が不必

要になり、国産のエネルギーとしてエネルギーセキュリティを向上さ

せることができます。

また、高速増殖炉システムは、現在の軽水炉を用いている原子力発

電所と同様に発電中には二酸化炭素を排出しないという特性を有する

とともに、軽水炉と比較して単位発電量あたりに発生する放射性廃棄

物を減少させることが可能です。これは、発電効率が軽水炉に比べて

高くなり、相対的に放射性廃棄物の発生量が減少するとともに、発電

の際に発生した放射性物質のうち、寿命が長く、発熱量も比較的大き

なマイナーアクチニド元素を核燃料に混ぜて一緒に燃焼させることが

可能となるためです。このように高速増殖炉システムは、地球環境の

保全に対しても特長を有しています。

さらに、高速増殖炉サイクルは、プルトニウムをウランやマイナー

アクチニド元素と混合した状態で扱い、また核分裂生成物（ ）の一FP
部が混入（低除染）することにより、核燃料の放射線量が高くなりテ

ロリスト等盗取を試みる可能性のある者の接近を阻害できることなど

により核拡散抵抗性を高めることができる特長を有しています。

日本における高速増殖炉サイクルの研究開発は、日本原子力研究開

発機構を中心として継続的に実施してきています。さらに、原子炉と

しては実験炉「常陽 、原型炉「もんじゅ」の建設・運転、再処理とし」

ては「東海再処理工場 「六ヶ所再処理工場」の建設・運転、燃料製」、



開発目標

安全性 ：社会の既存のリスクに比べて小さいこと

経済性 ：将来の軽水炉の発電単価に比肩すること

環境負荷低減性 ：放射性廃棄物による負荷を低減すること

資源有効利用性 ：持続的に核燃料を生産するとともに、

多様なニーズへ対応できること

核拡散抵抗性 ：核物質防護及び保障措置への負荷軽減

実用化戦略調査研究の実施方針（開発目標）

世界に先駆けて、高速増殖炉サイクルの５つの開発目標を設定
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造としては プルトニウム燃料開発施設 実験炉 常陽 原型炉 も「 」（ 「 」、 「

んじゅ」などの燃料製造施設）の建設・運転などの実績を有していま

す。これらを通じて、現在までに、産業界には、多くの技術の蓄積が

行われてきています。これらの蓄積を活かし、今後、高速増殖炉の建

設が進み拡大が期待される国内外のマーケットにおいて、世界的に競

争力を持ち、我が国のイノベーション力を発揮できる可能性の高い分

野として期待されます。

（２）技術的な開発目標

高速増殖炉サイクルの研究開発を実施するに当たっては、実用化プ

ラントが軽水炉サイクルと同等以上の安全性と経済性を実現し、高速

増殖炉サイクルの特長を 大限に発揮するものとすることが、要求さ

れています。

高速増殖炉サイクルの実用段階で要求される特性などを考慮して、

「 」 、高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究 フェーズⅡにおいては

「安全性 「経済性 「環境負荷低減性 「資源有効利用性 「核拡」、 」、 」、 」、

散抵抗性」の５つを開発目標として設定しています。

・安全性については、現行軽水炉サイクルと同様の安全確保の考え方

に基づき、高速増殖炉サイクルシステムの導入によるリスクが、同

時代の公衆の日常活動において発生するリスクと比べて十分小さく

なるようにする

・経済性については、建設時期における他の基幹電源と比肩し得る経

済性を確保できるよう、将来軽水炉の予測発電原価に相当する発電

原価を下回る

・環境負荷低減性については、 終処分廃棄体量の低減及び高レベル

放射性廃棄物処分場の合理化を図るとともに、高レベル放射性廃棄

物の放射能及び潜在的有害度の低減を図る

・資源有効利用性については、マイナーアクチニド（ ）を含有しMA
た低除染超ウラン元素（ ）燃料を用いて、高速増殖炉の導入シTRU
ナリオで軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行が

できる増殖性能を確保する



高速増殖炉システム（ナトリウム冷却炉）

高燃焼度化のための
ODS鋼被覆管 ナトリウムの化学的活性

• 配管二重化の徹底

• 直管二重伝熱管蒸気発生器

保守・補修性を考慮した
プラント設計

炉心安全性の向上

• 受動的炉停止と自然循環に
よる炉心冷却

• 炉心損傷時の再臨界回避
を達成できる炉心概念

●システムの特徴
150万kWe大型炉の概念を構築。（酸化物燃料及び金属燃料）
革新技術の採用により物量、建屋容積を大幅に削減。
ナトリウム固有の課題に対する対応策を設計に取り込むことで信頼性を確保。

２次系ポンプ

蒸気発生器

１次系ポンプ組込型
中間熱交換器

原子炉容器

革新技術の採用による物量、
建屋容積の削減

•システム簡素化のための２
ループ化

•配管短縮のための高クロム鋼
構造材料

•１次冷却系統簡素化のための
ポンプ組込型中間熱交換器

•原子炉容器のコンパクト化



高速増殖炉の設計要求 燃料サイクルの設計要求

安全性

経済性

資源有効
利用性

核拡散
抵抗性

●炉心損傷の発生頻度10-6/炉・年未満
●炉心損傷に至る代表事象に対する受動安全性の強化

あるいは事故管理方策の具体化
●仮想的な炉心損傷時の再臨界発生を回避し、その影響

を原子炉容器あるいは格納施設内で確実に終息

●建設費：20万円/kWe＊

●燃料費：炉心燃料の平均燃焼度 15万MWd/t ＊

●運転費：連続運転期間 18カ月以上＊、稼働率 90%以上＊

●増殖比； 低除染TRU燃料で、増殖比1.1以上を達成できること
（60年程度で軽水炉から高速増殖炉に移行できること）

●増殖ニーズに柔軟に対応できること
●高温熱源による多目的利用

●低除染TRU燃料による高線量化で接近性を制限

環境負荷
低減性

●低除染TRU燃料 (MA含有率 5% 程度) を燃焼できること

研究開発目標

●核物質防護、保障措置への対応を考慮 した設計と
して、プルトニウムが単体の状態で存在しないこと

●低除染TRU燃料による高線量化で接近性の制限

●処分費等を含む燃料サイクル費は1.1円/kWh＊
●再処理・燃料製造費としては 0.8円/kWh＊

●同時代の軽水炉燃料サイクルシステムと同等以上
（異常の発生要因を極力排除、異常の拡大防止等）

●施設内での放射性物質の大規模放出事象の発生
頻度を10-6/プラント・年未満に抑制し、その事象を

想定しても、施設の閉じ込め能力を確保して、
影響を周辺環境に及ぼさない設計

●UおよびTRU回収率99%以上

●発電量あたりの放射性廃棄物の発生量が軽水炉燃
料サイクル施設と同等以下

●UおよびTRUの廃棄物への移行率 0.1%以下

今後の研究開発目標 -設計要求への展開（検討中）-

＊：国際標準となる具体的な目標を設定予定

LLFPの分離変換に関する設計要求

●放射性廃棄物発生量が軽水炉燃料サイクルの発生量の1/10に削減する(単位発電量当たり）

我が国における軽水炉から高速増殖炉への円滑な移行を図るため、増殖比1.1以上を要求するとともに、将来の国際的なエ
ネルギー需給の不確実さを考慮して増殖比の柔軟性も要求した。また、環境負荷低減に関する高い目標を達成するため、
UおよびTRUの廃棄物への移行率0.1%以下を設計要求とした。
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・核拡散抵抗性については、プルトニウムが単体の状態でプロセス内

に存在しないこと、低除染 燃料を用いることで、接近性を制限TRU
した設計とする

これらは 「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究」を開始した、

時点で世界に先駆けて設定した目標ですが、GIFにおいても同様な目標

が採用されています。

（３）現在の知見で見通される高速増殖炉サイクル

上記（２）に記載されている開発目標を考慮して、現時点において

考えられる実現性の も高い実用プラントは、次のようなものとなり

ます。

① 発電施設（原子炉）

・ 炉型：ナトリウム冷却高速増殖炉

・ 燃料：マイナーアクチニド元素含有混合酸化物（MOX）燃料（低除染

燃料）TRU
・ 電気出力：150万kWe（ツインプラント：150万ｋWe×２基）

発電施設の開発目標を実現するために、表－●のとおり、今後の設

計要求を設定しました。軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルの移

行期間（軽水炉と高速増殖炉が並存して運転されている期間）は、205

0年頃から2110年頃までの60年間と想定しています。これは、2050年頃

から高速増殖炉実用炉の導入を開始し、その時に運転中の軽水炉が60

年間のプラント寿命を迎えて運転停止をした後これに置き換わってい

くことを前提に、仮に2049年に運転を開始する軽水炉があるとしてこ

れが約60年間運転を行うことから、2050年頃から2110年頃までの約60

年間は軽水炉と高速増殖炉が運転をしていることによるものです。高

速増殖炉の増殖比は、高速増殖炉の導入基数とそれに伴う燃料（プル

） 、 （ ） 、トニウム 量のバランスから 当初は増殖比1.2程度 資源重視 とし

全ての原子炉が高速増殖炉になった状況では増殖比は１をわずかに上

回る程度（経済性重視）となります。



Uの粗取りにより、抽出工程

の必要処理量を大幅に削減
する晶析工程

U・Pu・Npを低除染で一括回
収する単サイクル共抽出

低除染回収を許容するため、
U・Puの各精製工程が不要

二次廃棄物発生量が少なく、
機器がコンパクトな抽出クロマ
トグラフィを用いてMA回収

低除染・MAリサイクルを可
能にするセル内燃料製造

潤滑剤の混合を不要とする
ダイ潤滑成型

Pu富化度を溶液段階で調整
するため粉末混合工程が不
要

再処理・燃料製造プラントの
一体化により溶液段階での
Pu富化度調整が可能

燃料サイクルシステム（先進湿式法再処理＋簡素化ペレット法燃料製造）

システムの特徴
低除染燃料の使用が許容される高速増殖炉の特徴を生かし、回収/精製工程を合理化。
溶液段階でのPu富化度調整などにより、従来のペレット製造から粉末混合工程を削除。

解体・せん断

溶解

晶析

共抽出
脱硝・転換・造粒

ピン組立・集合体組立

成型・焼結

MA回収

富化度調整

廃棄物

革新技術として溶解から抽出までを同
時に行う超臨界直接抽出法も検討



高速増殖炉サイクル技術の研究開発推進体制

文 部 科 学 省
（研究開発推進統括）

内閣府（原子力委員会）内閣府（総合科学技術会議）

経 済 産 業 省

日本原子力研究開発機構
（研究開発主体・設計統括）

大 学 メーカー

電 気 事 業 者

他研究機関

国際協力
（米・仏など）

連 絡 ・ 調 整

連 携 ・ 協 力

文部科学省 経済産業省

日本原子力
研究開発機構

電気事業者 メーカー

《高速増殖炉サイクル実証プロセスへの円滑
移行に関する五者協議会》

基本的方向性

ＦＢＲサイクル技術研究開発の早期・
円滑な実証・実用化段階への移行を
目指して協議・連携

評価・方針・予算
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② 燃料サイクル施設（再処理施設、燃料製造施設）

・ 先進湿式法再処理（プルトニウムを常にマイナーアクチニド等と混

合したままで取り扱うことにより核拡散抵抗性を強化）

・ 簡素化ペレット法燃料製造（工程を現在より簡素化）

燃料サイクル施設の開発目標を実現するために、表－●のとおり、

今後の設計要求を設定しました。なお、マイナーアクチニド元素をリ

。サイクルすることで放射性廃棄物の潜在的有害度を大幅に低減します

現時点において も実現可能性の高い実用プラント像は以上のよう

なものです。しかし、これらの技術は、軽水炉から高速増殖炉へのリ

プレースが完了し、高速増殖炉サイクルだけで我が国の原子力発電を

支えている時期（高速増殖炉サイクル平衡期）での 適な条件を想定

しており、軽水炉が並存している状況を踏まえて、軽水炉サイクルと

の整合性を図るための条件の見直しが考えられます。また、革新的な

技術の採用を前提としていること、これまで得られているデータは小

規模な試験から得られたものが多いこと、などから、今後必要な研究

開発を早急に行い、その結果などを踏まえ、適宜評価を行い、必要に

応じ見直されるべきものです。

（４）研究開発の進め方（未検討）

、 （ 、・ 今後の高速増殖炉サイクルの研究開発に際しては 国 文部科学省

経済産業省 、日本原子力研究開発機構、ユーザー（電気事業者 、） ）

メーカー間において協議会を設置し、研究開発段階から実証段階への

円滑な移行に向けた課題を検討します。具体的には、ユーザーからの

要求を反映させることなどが考えられる。その際、高速増殖炉サイク

ルの性能仕様と構造仕様の作成主体をどこにどのように確立すること

が国富の増大に貢献する観点から合理的であるかについての検討等が

重要となります。

、 、・ 研究開発の実施に当たっては チェックアンドレビューを行いつつ



得られた成果

・有望な概念の選定
と研究開発の重点
化の方針

・２０１５年頃までの
研究開発計画と
それ以降の課題

フェーズⅡ フェーズⅣ

実施事項
・採用された革新技術に対する要素
試験研究

・革新的プラント概念設計の最適

化研究（注）

H22 H27頃H17
2005 2015頃2010

フェーズⅢ

期待する成果
・採用する革新技術の決定

・経済性、保守・補修性などに優れた

実用施設（炉・サイクル）概念の構築

実施事項
・革新技術の成立性を評価するため
の要素試験研究

・革新的プラントシステムの概念設計

研究（注）

期待する成果
・実用化像の提示（保守・補修技術を

含む）

・要素試験結果等に基づく実用
施設の成立性に係わるデータ
の整備

・実用施設の技術仕様の提示

・実用化までの研究開発計画の提示

中間取り纏め

中間取り纏め チェック＆レビュー

（注）補完概念の進め方、基盤技術の取り込み
の要否についても検討を実施。

第1段階（技術体系整備）

チェック＆レビュー

チェック＆レビュー

高速増殖炉サイクルの技術体系整備
－わが国としての今後の研究開発の展開－
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段階的な研究開発を実施すべきです。現在の国際的な動向を踏まえる

、 、 、 。と 今後5年 10年の研究開発の着実な実施が 重要とされています

・ 今後の研究開発においては、2010年、2015年頃に行われる政策判断

。 、に必要な技術的な知見を提供することが必要となります 具体的には

高速増殖炉サイクルの実用化像を確定することであり、これは革新技

術を研究開発を通じて採用可能性を判断できるところまで具体化さ

せ、それらを取捨選択して組み合わせて高速増殖炉サイクルシステム

の設計研究を行い、設計要求を満足する設計を得たときに達成できま

す。なお、その際実証炉と適切な核燃料サイクル実証施設の概念設計

も提出すべきです。また、その後の研究開発計画を提示することが必

要です。



● 幅広い選択肢（冷却材と燃料形態）の組合せ（約４０概念）から、今後検討すべき概念を選択

フェーズIIでの検討対象

○ ナトリウム炉
・ 大型ループ型（ＭＯＸ、金属燃料）
・ 中型ループ型モジュール炉

（ＭＯＸ、金属燃料）
・ 小型炉（金属燃料）

○ ガス炉
・ Ｈｅガス炉粒子型（窒化物燃料）

○ 重金属炉
・ 中型モジュール炉（窒化物燃料）

○ 水炉
・ ＢＷＲ型（ＭＯＸ）

※1 炉心性能及び実現可能性の観点から金属
燃料を選択。小型炉については多目的利用

など、基幹電源とは異なる概念として検討。
※2 金属燃料はボンド部にNaを使用しており、

破損時に金属間化合物を形成するため、
ヘリウムボンドの窒化物燃料を選択。

※3  中型モジュール炉と同様の基礎的課題が
あるため、2001年度以降の検討対象は
中型モジュール炉のみを対象とした。

※4 設計検討が も進んでおり、炉心損傷時の
成立性、経済性を含めたシステムの成立性
が高い概念と して、ＢＷＲ型を検討対象と
した。

Ａ：引き続き検討 Ｂ：国内外の研究のレビュー Ｃ：データ化 ＊:２００１年度に抽出

：フェーズⅡ中間評価以降に検討を進めた主要な組合せ

フェーズⅠにおける有望概念の抽出結果

Ａ中型モジュール

Ａ大型ループ
Ａ

ＢＡ

Ｂ大型タンク

ナトリウム炉

金属窒化物ＭＯＸ

燃料形態の評価
炉型の評価対象技術

Ｃ [塩化物溶融塩]Ｃ溶融塩炉

－－ＡＡ(※4)超臨界圧水型

－－ＡＡ(※4)PWR型

－－ＡＡ(※4)BWR型

水炉

ＡＢＡ(※1)小型炉

－

Ａ＊

ＢＡ＊Heガス炉粒子型

Ｂ＊Heガス炉ピン型

ＣＡ＊
Ｂ＊CO2ガス炉

ガス炉

－Ｂ＊Ｂ＊小型炉 Ａ＊

Ａ(※2) ＡＡＢ

Ｃ大型

重金属炉

Ａ(※3)小型炉

中型モジュール

実用化戦略調査研究の実施方針
フェーズⅡでの検討対象 ： 高速増殖炉システム



● 幅広い選択肢(燃料形態)の組合せ(再処理ｼｽﾃﾑ約10概念、燃料製造ｼｽﾃﾑ約10概念)から、今後検討すべき概念を選択

Ａ：引き続き検討 Ｂ：国内外の研究のレビュー Ｃ：データ化

Ａ（*1）－－遠心鋳造法

Ａ－－射出鋳造法

鋳造

－ＢＢフッ化物揮発法対応

－Ａ（*２）Ａ（*１）金属電解法対応

－ＣＡ酸化物電化法対応

－Ａ（*２）Ａ湿式法対応

振動充

填

－Ａ（*２）Ａ簡素化ペレット

燃料

製造

ＢＢＢフッ化物揮発法

ＡＡ（*２）Ａ金属電解法

ＣＣＡ酸化物電解法

乾式

－Ａ（*２）Ａ先進湿式

再処理

金属窒化物MOX
燃料形態

対象技術

フェーズＩＩでの検討対象

○再処理

・先進湿式法（ＭＯＸ、窒化物）

・酸化物電解法（ＭＯＸ）

・金属電解法（金属、酸化物、窒化物）

○燃料製造

・簡素化ペレット法（ＭＯＸ、窒化物）

・振動充填法

－湿式対応［スフェアパック］（MOX、窒化物）、

－酸化物電解対応［バイパック］（MOX)

・射出鋳造法（金属）

＊１ 金属電解法対応振動充填法（ＭＯＸ）及び金属燃料対

応の遠心鋳造法は経済性の点で魅力がないことから

フェーズII中間段階で検討対象から除外。

＊２ 窒化物燃料については、主たる工程はMOX対応の
先進湿式法やペレット、振動充填法あるいは金属燃
料対応の金属電解法等の適用が可能であるため、こ
れらの成果を活用して検討

実用化戦略調査研究の実施方針
フェーズⅡでの検討対象 ： 燃料サイクルシステム

：フェーズⅡ中間評価以降に検討を進めた主要な組合せ

フェーズⅠにおける有望概念の抽出結果
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第二部 高速増殖炉サイクルの技術的な検討

４．高速増殖炉サイクル実用化概念の選択

（１）選択に当たっての基本的な考え方

① 「選択と集中」による研究開発の効率化

高速増殖炉サイクル技術として、これまでに国内外で多くの概念が

提案されている。このため、高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と

そこに至るための研究開発計画を 年頃に提示することを目的に、2015
炉型、再処理法、燃料製造法等、高速増殖炉サイクル技術に関する多

様な選択肢について 「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究」が、

行われてきた。

年度から 年度に実施された「高速増殖炉サイクルの実用1999 2000
化戦略調査研究フェーズⅠ」では、これまでの国内外の研究開発の蓄

積を活用した技術的選択肢の幅広いサーベイと革新的技術の導入を図

り、有望な技術が抽出された。その結果、炉型としては、冷却材や燃

料形態などの組み合わせで考えられる約 の候補から、ナトリウム冷40
却炉、鉛ビスマス冷却炉、ヘリウムガス冷却炉及び水冷却炉が選択さ

れた。また、再処理法としては約 の候補から先進湿式法、金属電解10
法及び酸化物電解法が、燃料製造法としては、約 の候補から簡素化10
ペレット法、振動充填法（スフェアパック燃料／バイパック燃料）及

び射出鋳造法が選択された。

年度から 年度に実施された「高速増殖炉サイクルの実用2001 2005
化戦略調査研究フェーズⅡ」では、フェーズⅠで選択した各候補概念

、 、の検討結果を踏まえ 高速増殖炉サイクルの実用化候補概念の明確化

及び今後の研究開発計画が検討された。

これまでの研究開発の進捗と成果に加え、地球環境保全への社会的

関心の高まり、エネルギー資源の有効利用の重要性、研究資源の効率

的な運用の必要性など我が国の経済社会状況や、高速増殖炉サイクル

の研究開発を進めようとする国際的な情勢を展望すれば、限られた研



「選択と集中」と「柔軟性」のバランスの考え方

（選択目標）
・ 現在の知見で実用施設として実現性が も高いと考えられる、炉型、再処理法、燃料製造

法の組み合わせから成る実用システム概念（「主概念」）を１つ選択する。
・ 現在の知見で実用施設としての実現性が認められるが、政策的な視点や技術的な視点か

ら比較的には不確実性の残る炉型、再処理法、燃料製造法の組み合わせから成る実用
システム概念（「補完概念」）を選択する。

・ 「主概念」及び「補完概念」以外に係る研究については、多様な知と革新が期待されること
から、原子力の裾野を広げるための基礎研究と位置付ける。

（技術的な判断の視点）
・ 原子炉、再処理、燃料製造それぞれの

候補概念が、開発目標及び設計要求
に適合すること

・ 革新的な技術の成立性が見通せること
・ 革新的な技術に対しては、開発リスクを

考慮して既存技術による代替技術が用
意されていること

（政策的な判断の視点）
・ 我が国の基幹電源として実用化できるも

のであること
・ 原子炉、再処理、燃料製造の整合性が

はかられていること
・ ユーザーである電気事業者による選択

が視野に入りうること
・ 世界標準技術となる可能性があり、我が

国メーカーの国際的産業競争力の維持・
向上に資すること
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究開発資源の下で効果的・効率的に高速増殖炉サイクルの実用化を図

るとの観点から、研究開発投資の重点化は引き続き重要である。研究

開発対象を絞り集中的に研究開発資源を投資していくという戦略的重

点化を更に強力に進める必要がある。

② 「柔軟性」の確保が重要

一方、高速増殖炉サイクル技術の実用化までには長期間を要するこ

とが見込まれている。このため、研究開発に当たっては、電力需給の

動向やウラン需給状況など将来の社会的な情勢の変化に対応できるこ

とが重要である。また、革新的な技術の研究開発にチャレンジした結

果克服困難な課題が明らかになる場合や基礎研究から多様な知と革新

がもたらされる場合も想定すべきである。さらに、国内外における研

究開発の進展を見極めることも重要である。

長期的展望を踏まえて高速増殖炉サイクル技術の研究開発を進める

にあたっては、高速増殖炉サイクル技術が技術的多様性を備えている

ことに着目し、研究開発に柔軟性を持たせることも必要である。

③ 「選択と集中」と「柔軟性」のバランスの考え方

このように 「選択と集中」と「柔軟性」は相矛盾する要求を内包し、

ているが、以下のような基本的な考え方により、これまでの実用化戦

略調査研究や技術評価を十分に踏まえて厳格な「選択と集中」を図る

とともにこれに柔軟性を加味した技術的な判断を行うことが適切と考

。 、「 」 「 」 、える なお 選択と集中 と 柔軟性 のバランスをとるに際しては

適切なタイミングにおける国によるチェックアンドレビューの実施や

資源配分への考慮が必要であり、これらの点については「第三部 今

後の進め方」で述べる。

（政策的な判断の視点）

・ 我が国の基幹電源として実用化できるものであること

・ 原子炉、再処理、燃料製造の整合性が図られていること

・ ユーザーである電気事業者による選択が視野に入りうること

・ 世界標準技術となる可能性があり、我が国メーカーの国際的産業
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競争力の維持・向上に資すること

（技術的な判断の視点）

・ 原子炉、再処理、燃料製造それぞれの候補概念が、開発目標及び

設計要求に適合すること

・ 革新的な技術の成立性が十分に見通せること

・ 革新的な技術に対しては、開発リスクを考慮して既存技術に基づ

く代替技術が用意されていること

（選択と集中）

・ 現在の知見で実用施設として実現性が も高いと考えられる、炉

型、再処理法、燃料製造法の組み合わせから成る実用システム概念

であり、今後研究開発を特に進めるべきもの（ 主概念 ）を１つ選「 」

択する。

・ 現在の知見で実用施設として実現性が認められるが、政策的な視

点や技術的な視点から比較的には不確実性の残る炉型、再処理法、

燃料製造法の組み合わせから成る実用システム概念（ 補完概念 ）「 」

を選択する。

・ なお 「主概念」及び「補完概念」以外の概念に係る研究につい、

ては、多様な知と革新が期待されることから、原子力の裾野を広げ

るための基礎研究と位置付ける。



高燃焼度化のための
ODS鋼被覆管 ナトリウムの化学的活性

• 配管二重化の徹底

• 直管二重伝熱管蒸気発生器

保守・補修性を考慮した
プラント設計

炉心安全性の向上

• 受動的炉停止と自然循環に
よる炉心冷却

• 炉心損傷時の再臨界回避
を達成できる炉心概念

２次系ポンプ

蒸気発生器

１次系ポンプ組込型
中間熱交換器

原子炉容器

革新技術の採用による物量、
建屋容積の削減

•システム簡素化のための２
ループ化

•配管短縮のための高クロム鋼
構造材料

•１次冷却系統簡素化のための
ポンプ組込型中間熱交換器

•原子炉容器のコンパクト化

図－● ナトリウム冷却高速増殖炉概念図



表－● ナトリウム冷却炉の仕様比較

単回転プラグ、マニピュ
レータ方式

二重伝熱管直管型蒸気発
生器×2

自然循環
DRACS×1＋PRACS×2

65,400（32,700×2）

1,238

21,200 / 10,700

2

335 / 520

395 / 550

約800（約26ヶ月）

1.10 ～ 1.03

約15

1,000 / 5,400

42.5

1,500 / 3,530

Na冷却大型高速増殖炉*

貫流分離、ヘリカル型×3－－蒸気発生器

単回転プラグ、固定アーム
方式

二重回転プラグ、垂直動
方式

－燃料取扱系

強制循環
２次系補助冷却設備×3

強制循環
１次系補助冷却設備×1
２次系補助冷却設備×1

－崩壊熱除去系

14860日運転サイクル期間

17,800 / 7,10010,000 / 3,600mm原子炉容器高さ / 内径

788491mm１次冷却材配管内径

15,300（5,100×3）2,700（1,350×2）t/h１次冷却材流量

87万MWd/t燃焼度（炉心燃料部平均）

280 / 714－ / 140MW電気出力 / 熱出力

39－%熱効率

32－冷却ループ数

930 / 1,800500 / 800mm炉心高さ / 炉心等価直径

1.2－－増殖比

325 / 505300 / 470℃２次系冷却材温度

397 / 529350 / 500℃１次系冷却材温度

「もんじゅ」「常陽」（ＭＫ－Ⅲ）単位

単回転プラグ、マニピュ
レータ方式

二重伝熱管直管型蒸気発
生器×2

自然循環
DRACS×1＋PRACS×2

65,400（32,700×2）

1,238

21,200 / 10,700

2

335 / 520

395 / 550

約800（約26ヶ月）

1.10 ～ 1.03

約15

1,000 / 5,400

42.5

1,500 / 3,530

Na冷却大型高速増殖炉*

貫流分離、ヘリカル型×3－－蒸気発生器

単回転プラグ、固定アーム
方式

二重回転プラグ、垂直動
方式

－燃料取扱系

強制循環
２次系補助冷却設備×3

強制循環
１次系補助冷却設備×1
２次系補助冷却設備×1

－崩壊熱除去系

14860日運転サイクル期間

17,800 / 7,10010,000 / 3,600mm原子炉容器高さ / 内径

788491mm１次冷却材配管内径

15,300（5,100×3）2,700（1,350×2）t/h１次冷却材流量

87万MWd/t燃焼度（炉心燃料部平均）

280 / 714－ / 140MW電気出力 / 熱出力

39－%熱効率

32－冷却ループ数

930 / 1,800500 / 800mm炉心高さ / 炉心等価直径

1.2－－増殖比

325 / 505300 / 470℃２次系冷却材温度

397 / 529350 / 500℃１次系冷却材温度

「もんじゅ」「常陽」（ＭＫ－Ⅲ）単位




